




 

 
 

 

 

 
 

 

 

●はじめに 

2013年、「日本創生会議」人口減少検討部会

が、2040年までに全国約 1800の市町村のうち

約半数が消滅する可能性があると発表したこと

で、地域の持続可能性に対する危機感が全国的

に高まることになりました。少子高齢化にとも

なう人口減少と東京一極集中が急速に進むな

か、持続可能な地域づくりを支援するため、同

年 9月、内閣府に「まち・ひと・しごと創生本

部」が設置されました。国や地方では、これま

でも「地域活性化」に取り組んできましたが、

それを重要で緊急性の高い課題と位置づけ、特

命担当大臣を配して各省庁の施策を統合して一

体的に取り組む体制を整えたのです。 

 こうした地方創生の柱として注目されたのが

「観光」です。そして政府は、「観光による地

方創生」を推進するため、観光地域づくりの推

進母体となる DMO（Destination Manage-

ment/Marketing Organization）の形成を支援

する施策をスタートさせました。わが国におい

て目新しい DMOという組織や機能については、

まだ十分に理解が広まっていません。DMOは、

Destination Management/Marketing Organiza-

tionの略語であり、その名が表わすとおり二

つの役割を担う組織で、米国やヨーロッパ、オ

セアニアなど観光先進諸国においては観光地域

振興の中核に位置づけられています。地域の観

光にまつわる様々なデータを収集・分析し、観

光による地域へのインパクトを数値目標

（KPI）に置き換え、観光による地域振興の司

令塔としての役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域は、自らの価値を高め、世界を相手に観光

集客を図り、持続可能な地域づくりに取り組む

ことが求められており、DMOは、観光立国を目

指すわが国の地域づくりにおいて極めて重要な

役割を果たす機関として期待されているので

す。 

 

●変化する国内観光の構造 

DMO導入の背景にある社会環境と市場環境の

変化について解説していきます。かつてわが国

の国内観光を牽引してきた最大の駆動力は大規

模マーケットを背景とする旅行会社でした。旅

先となる地域には、宿泊・飲食・土産物・交

通・観光施設といった観光関連事業者があり、

都市圏の旅行会社が地域から宿や飲食などを仕

入れ、パッケージツアーを造成して販売すると

いう仕組みでした。都市圏の顧客はツアーを購

入して旅先に行く、地域は送客されてきた観光

客を受け入れるという構造が続いてきました。

つまり地域では「送客受け地」としての体制が

築かれてきたのです。ところが社会環境・市場

環境の変化により、こうした構図が崩れていく

ことになります。 
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◉人材育成の殻を破ろう！ 

 冒頭から耳の痛い話かもしれませんが、人材

育成（職員研修）を担当されている受講生の皆

さんに先ずお伝えしたいのは、人材育成の担当

者自身が先ず自治体職員が陥りがちないわゆる

「お役所主義」から脱却しなければならないこ

とです。 
 「お役所主義」については色々な面がありま

す。杓子定規でビジョンが欠けている、成果の

検証のないままに漫然と業務が進められている

といった「前例踏襲」、庁内にあって部署間の連

携や交流が不足し十分な調整がなされていない、

類似の業務が重複したり、その逆にどの部署も

面倒な仕事は引き受けず押し付けあったりとい

った「縦割り主義の弊害」、あるいはまた、自治

体職員にとって切実な問題ですが、地域との接

点が欠けた「現場感覚の欠如」などといった点

です。 
研修担当者の仕事ぶりは、典型的な「お役所

主義」に陥っていると感じられることがままあ

ります。前年度の研修カリキュラムを踏襲する

にとどまっていないか。アンテナを高く、現場

で起きている地域や自治の課題を敏感に探ろう

としているか。トップの首長の方針はもちろん

のこと、庁内各部署が打ち出す重要な政策・取

組みから職員のニーズを冷静に分析しようとす

る姿勢を見失っていないか。社会の変化に応じ

て行政にもたらされるインパクトやそれに対す

る国等の動向を含めた政策環境の変化を真っ先

にキャッチしようしているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
もちろん、人材育成担当職員も一人の職員で

すから、すべてにわたって完璧にというわけに

はいかないでしょう。ただし、上記のような点

に留意し、人材育成担当者としての「期待され

る職員」像を胸に描いて職務に勤しもうとして

いるかどうかだけでも、その自治体の人材育成

のありようは変わるでしょうし、研修を受ける

職員にはもちろん、そして私のように外部講師

として関わるような者にもその思いや情熱は伝

わるはずです。 
◉職員行動を基礎づける現場実践と越境性 

 人材育成は自治体マネジメントの最も大事な

要素の１つです。企業組織では戦略的人的資源

管理の重要性が説かれることがあります。要す

るに、漫然と職員の能力開発をし、仕事を効率

的・効果的にこなすスキルがあればよいという

わけではなく、企業が市場競争に打ち勝ち、業

界で優位に立つためには、戦略的な人事マネジ

メントが行われるべきであって、企業のビジョ

ンや戦略を見据えて、処遇や人事評価などと緊

密に連携させた人材育成が求められるのです。

自治体も同様です。産業・観光・移住定住関係

など、自治体間で競争性を持つ政策・事業など

では企業経営に近い面もあるでしょうが、それ

だけではありません。それぞれの地域で、住民
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の幸せを高めるのが自治体のミッションですか

ら、住民福祉の増進に向けたビジョンを達成す

るためには人材育成においても戦略的な取組み

が求められるはずです。 
 具体的にどのような戦略に基づき、どのよう

な研修プログラムを組むべきかはそれぞれの自

治体が置かれた状況によって異なるでしょう。

しかし、自治体職員である以上、共通して強調

されるべき職員の行動原理として、現場実践と

越境性が指摘されます。 
 「自治体」職員である以上、地域の実情を踏

まえ、地域の発意をきめ細やかにすくい上げつ

つ、地域に寄り添い具体的な課題の解決に資す

ることのできる「現場実践する自治体職員」で

あることが求められるはずです。 
 同時に、庁内の縦割りの壁はもちろん、行政

界の壁、行政と民間の間の壁などをしなやかに

乗り越え、場合によっては全国規模に至る様々

なネットワークをフル活用していくような「越

境する自治体職員」であることも求められます。 
◉よき取組みの陰に「現場実践」「越境」する職

員あり 

 一例を挙げましょう。最近訪問先で伺い初め

て知ったのですが、豊川市（愛知県）では昨秋

から町内会応援事業所制度をはじめました。ど

のような仕組みかというと、地域全体で町内会

活動を支援するために、町内会等のまちづくり

活動に対して社会貢献活動として応援してもら

える事業所を募集し、登録するという仕組みで

す。登録事業所は、例えば、飲食店であれば、

町内会行事や会合での飲食の際に○％引きとか、

老人クラブのボーリング大会で１ゲーム分無料

だとか、仕出し弁当の割引などといった内容で

す。ありそうでない取組みではないでしょうか。

些細に思われるかもしれませんが、全国どこで

も頭を悩ませている街の商店街振興や自治会活

動の支援の一挙両得となる創造的で革新的な事

業だといえます。自治体が直接町内会活動を金

銭的・人的に支援をする例は多々あると思いま

すが、事業者と結びつけた例はとても珍しい。 
 さて、この制度を立案し導入した担当部署は

素晴らしいのですが、この制度発足に至るまで

について紹介したいと思います。実は起源をた

どるとカナダ・オンタリオ州警察によるボジテ

ィブ・チケットという取組みに行き当たります。

ふつう警察が切符を切るというと違反行為に対

してですが、地域住民に親しみを持ってもらお

うと、善い行い（交通ルールを守るなど）をし

た子供たちに地元ファストフード店でドリンク

と引き換えられるチケットを警官が配るという

もので、カナダやアメリカで広まっているよう

です。おそらく日本にはそれほど紹介されてい

ないと思われますが、これを知った日本のある

人（県庁職員だそうです）が日本でも応用でき

ないかと考えて、周囲に話していたそうです。

それを聞いた豊川市民（であり、かつ、市職員）

が地域で応用できるではないかと、町内会・学

校・商店街が連携してはじめたのが日本版（町

内会版）ボジティブ・チケット事業です。地元

小学生を対象に、学校を１ヶ月無遅刻・無欠席

で過ごした場合、困っている人を助けたり、地

域活動に参加したりした場合にポイントが与え

られ、たまったポイントでお菓子や文房具など

と引き換えられるという仕組みです。取組みの

中心となった諏訪一部町内会は第 12 回マニフ

ェスト大賞優秀賞（優秀コミュニケーション戦

略賞）を受賞しました。ここでポイントと引き

換えになるお菓子などの景品は事業者の持ち出

しですが、PR 効果抜群だというわけです。ま

た、地域活動に子供達が参加するようになり、

子供達に連れられて大人も参加するようになっ

たことから、町内会活動の良さが見直され、若

い世代が地域の役職を引き受けてくれるように

もなったというのです。 
 こうした状況を見た豊川市市民協働国際課が、

市域全体の政策として考案したのが先に紹介し

た町内会応援事業所制度です。要するに、この

政策実現には多数の人々が関わっていますが、



「越境」し「現場実践」する職員の連鎖構造を

見て取れるのです。 
◉人材育成の起点となる職場組織 

 「現場実践」「越境」する自治体職員をいかに

育成するのか。確とした答えがあるわけではあ

りません。突然変異のように現れる可能性もあ

ります。例えば、「スーパー公務員」「カリスマ

職員」の元祖の一人、柳川市職員であった廣松

伝さんはこのタイプかもしれません。廣松さん

が柳川市の掘割再生で果たした役割は、日本が

誇るアニメ映画巨匠宮崎駿・高畑勲監督制作の

映画『柳川堀割物語』に詳しいのでそちらに譲

ります。この映画は職員研修教材として活用さ

れるべき作品です（自治大学校図書室にも最近

備えられたとのことです）。 
 しかしながら、一般的には何らかの動機づけ

や気づきの機会が求められるでしょう。実務・

専門的な知識習得の場づくりだけでなく、ここ

にこそ人材育成担当者の腕の振るいどころがあ

ります。と同時に、受動的な研修形式の学びの

機会だけでは限界があるということでもありま

す。この限界を真摯に受け止めて、研修という

OffJT と職場での業務遂行という OJT とを有

機的に結びつけて構想できるかが鍵です。その

意味で、職場組織こそが人材育成の起点なので

す。 
 職場組織を起点とした人材育成の応用で、私

自身が関わった事例を１つご紹介しましょう。

平成 25 年度から３年間、高浜市（愛知県）で市

長直属の研修組織、たかはま地域経営実践塾の

塾長を務めました。若手から中堅の職員を対象

とした実践的な課題解決をテーマに取り組んだ

のですが、実は塾からスピンオフして、研修生

たちによる自主企画「部長トーーーク」という

ユニークな取組みが行われました。これは昭和

53 年入庁の 3 名の部長をゲストに、入庁してか

ら現在まで、キャリア形成でターニングポイン

トとなったことなどを中心に職員の前でお話し

いただくのが前半のトークセッション、そして

後半はテーブルトークで、前半の話題を振り返

りつつ、参加者が自分の目標などについて語り

合う、というものでした。「部長トーーーク」は

時間外の取組みにも関わらず、市職員の約３分

の１近く（70 名ほど）が参加し、大変好評を博

したのです。身近にいながら普段話を聞くこと

のできない上司の経験談をじっくりと聞き、そ

れを職員同士で話し合うこの取組みは、絶好の

気づきの機会となったのです。職場や庁内での

対話をベースとした密なコミュニケーションが

あってはじめて職員のモチベーション向上につ

ながることを、この事例は力強く物語っていま

す。 
◉「実感主義」の人材育成へ 

 どんな仕事でも「成果」は重要です。その意

味で人事評価によって実績を客観的に評価する、

成果の「見える化」は大切です。さらに、人材

育成という観点からいえば、「見える化」された

「成果の実感」がもっと重要です。「成果の実感」

とは、仕事を通じてやり遂げたと感じる「達成

感」、そのことを噛みしめる「充実感」、そして、

独りよがりにならずみんなと分かち合う「共感」、

この３つの感性のことです。これらを大切にす

る考え方を「実感主義」と私は呼びます。目先

の結果主義に惑わされず、「実感主義」の視点を

もって人材育成に取り組む大切さを最後に指摘

しておきます。 
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１ 研修の概要 

 私は、平成３０年度の基本法制研修Ａ及び第

１部課程を受講しました。 
 基本法制研修Ａでは、事務を行う上で必要な

基礎的知識が実践的に通用する応用力を身につ

けるための研修で、憲法や行政法、民法をはじ

めとした科目について、座学に演習等を織り交

ぜながら組み立てられたカリキュラムを約１か

月行うものです。 
 第１部課程は、そこからさらに、将来の地方

公共団体を担う人材として必要な政策形成能力

や行政経営能力を身につけ、かつ、公務員とし

ての使命感や管理者意識を養うことに主眼を置

いた演習主体の高度な研修で、約３か月行いま

す。また、この期間の講義科目では、様々な分

野の第一線で活躍されている方々が講師となり、

地方公共団体を取り巻く諸課題についての旬の

話題や最新の取組みに関する知識の習得ができ

るよう構成されています。 
このように、演習を中心にした実務的、実践

的な研修プログラムを通して、地方公務員に必

要な６つの能力「問題発見・解決能力」「政策立

案能力」「プレゼンテーション能力」「マネジメ

ント能力」「公共政策・行政経営に係る知識」「幹

部候補生としての使命感」を習得することを目

指しています。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
２ 研修環境 

私が受講した期は、基本法制研修Ａは６９人、 
第１部課程は５４人で、うち、２つの研修を

通して受講した人数は５２人でした。県の職員、

県警の職員、政令指定都市の職員以外にも、特

に基本法制研修Ａでは、第２部課程を受講する

市町の職員もいて、地方公共団体の立場や状況

が違う様々な研修生と交流することができる環

境でした。演習等で研修生同士議論を交わす際

など、研修生のバックボーンとなる地方公共団

体の立場や状況の違いが思想や意見の違いとし

て表れることから、自分にはない、新たな考え

や発想を、演習を通して学ぶことができ、自分

の自治体を顧みる良い機会にもなります。 
 また、全寮制であることから、演習等に取り

組むにあたっては、研修時間外でも納得できる

まで研修生同士で話し合いができますし、時間

外も研修生同士行動を共にする中で、仕事上の

関係を超えた濃い人間関係が自然と構築される

結果、他の研修生が地方公共団体の職員として

自分の地域に誇りを持っている姿や、自分の地

域をより良くしたいという強い思いに触れ、多

くの学びと刺激を受けることができます。 
 
３ 今、受ける価値 

 私は３９歳で本研修を受講しました。ちょう

ど研修生の平均年齢と同じであったと思います。

自分自身、一プレーヤーとしてだけではなく、

マネージャーとしても意識し、スキルを高めて

いかなければならないと考えることが多くなっ

ていた時期でした。ただ一方で、それなりに担

うべき事務量が増える年代でもあるため目の前

の仕事に追われ…という時期でもありました。

このタイミングで、日々の仕事を気にすること

編集者注：本稿は、自治大学校における演習・講義の特長や

卒業後の研修効果の発揮などについて、自治大学校の卒業

生が記したものです。 
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なく広い分野に目を向けて、地方公共団体全体

について考える機会を得られたことは、非常に

貴重でした。これから自分自身が何をなすべき

か、どうなりたいかを考え、そのために何を学

ぶべきかということを、まさに本研修で実践す

ることができたと実感しています。 
 
４ 研修後 

研修で学んだことを直接的に業務に取り入れ

るなど、目に見えた研修効果はまだありません。

しかし、仕事に対する取り組み方、視点は確実

に変わったと感じています。 
我々の事務は言うまでもなく法令に基づいて

行われるものであり、それは日々の業務を行う

上で意識していたつもりです。しかし研修後は、

単に根拠法令が何かということだけではなく、

「市民のためにすべきことは何で、それは今の

法令で叶えられるものか。」「条例をつくる、変

える等により、より良くすることはできないか。」

といった視点を持つようになりました。地方自

治制度の講義で校長補佐から言われた「法令に

使われるのではなく使いこなす」意識。自治大

学校の研修成果の一つです。 
また、至極単純に、今まで以上に地元に愛着

を感じるようになりました。これは、実践的な

研修によって地域を見つめなおす機会を得、研

修生の地元に対する熱い思いに触れる中で、地

方公務員としてあるべき姿を学んだ結果だと感

じています。 
 
５ おわりに 

 研修期間が平成３０年度から短くなったとは

いえ、約４か月もの間、職場を離れ、また家族

と離れて研修を受講するということは、周囲の

理解とサポートなしには難しいことです。しか

し、それでも研修を受講する価値はあると確信

しています。私自身は、今は周囲への感謝を忘

れずに、研修での学びを地域に還元できるよう

努めていきたいと思っています。 

 



 

 

   

 

 

 

 

 

１ はじめに 

私は、基本法制研修Ｂと第２部課程に参

加させていただいた。平成３０年度から研

修計画が見直され、いわゆる座学中心の基

本法制が選択制となり、研修期間前半に集

中的に受講し効果測定を受けた後、演習が

多く組まれた第２部課程に入るという流れ

だった。基本法制研修Ｂにあっては、記念す

べき“第１期生”となり、こそばゆさがある

一方で、諸先輩方が長年受講されてこられ

たカリキュラムとは異なり不安な気持ちも

あった。 

 

２ 基本法制研修Ｂの概要 

  基本法制研修Ｂでは、行政法、民法、地方

自治制度、地方公務員制度、地方税財政制度

を受講した。幅広い学習範囲に比べ講義時

間が限られていたため、進め方が早かった

ことは否めない。しかし、制度の仕組みをは

じめ、地方公務員としての基本的な知識や

実務に即した法令・制度を体系立ててご教

授いただき、改めて学び直しの機会をいた

だけた。また、地方公共団体を取り巻く環境

の変化が著しい中で、国の制度改革の動向

を知ることができたことは大変意義深かっ

た。 

 

３ 第２部課程の概要 

  第２部課程は、すべての行政分野に亘る

と言っても過言ではないカリキュラム構成

だった。今まさに地方自治体が抱えている

諸課題についてご教授いただき、視野が広 

 

 

 

 

 

がるとともに、公共政策を考える上で全体

を俯瞰して見る力が養われたと感じている。

そして、多くの時間が充てられたのが演習

だった。テキスト型・持寄型の事例演習をは

じめ、政策立案演習、模擬講義演習と、それ

らに伴う個人学習とグループ討議。「自ら調

べ、考え、それを伝え、グループとしての考

えをまとめる」という徹底した思考・議論の

仕方の訓練だった。 

 

４ 研修の特長 

  研修内容を振り返り、次の２点について

特筆したい。 

  １点目は演習課目による「一貫したスキ

ルの養成」である。中でも政策立案演習では、

政策形成の一連の流れを実践した。テーマ

の深掘り、現状把握・分析、課題抽出、明確

なエヴィデンス、政策提言…。これら一つ一

つに対し班員と議論を重ね、知恵を絞り出

す。問題となっていることは何か、根拠は何

か、明示できる効果は何かなど、ときに頭を

抱えながらも多角的に考察する。そして、よ

り現実的な提案となるよう現地視察を行い、

確かな根拠を探るべく関係者や企業等への

取材活動へ。定期的に提出する進捗確認や

問題意識の共有化に繋がる資料も有効に働

き、進んでは戻っての繰り返しだったが、そ

れによりブラッシュアップできたのも事実

である。併せて、外部指導教官のご指導もあ

り、班員同士、お互いの意見や思いを尊重し

合い、何より楽しみながら一つの形にでき

たことは大きかった。班員と協力しながら

各プロセスを丁寧に積み上げる。この一連

の流れは日々の業務にも通ずるものであり、

改めてその大切さを学んだ。 

  ２点目は「魅力的でユニークな講師陣」で
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ある。その道のスペシャリストからの教え

には重みがあり、働き方改革を進めていく

現状において、どのように政策形成してい

くべきか気づきをいただいた。どの講義で

も共通していたことは、「地域の可能性を見

出すこと、魅力的な地域とするにはどうす

べきかという視点を持つことが重要である」

という教え。行政だけで課題に立ち向かう

ことが困難な今日、「地域や民間が発揮する

力の重要性や、その力の結集が持続可能な

地域社会をもたらし生産性に繋がる」とい

う考え方。基礎自治体の職員として当然の

ことではあるが、実務を進める上で背中を

押していただけるものだった。 

また、リーダーとしての心構えなど、たく

さんの心に残る言葉をいただいた。自らの

心を養い、人間が持つ可能性を信じ、常に人

に対して関心を持つ…。今後マネジメント

をする上での道標となるであろう。 

 

５ かけがえのない仲間 

今回の研修を通じて、様々な分野におけ

る地方自治体の現状・課題、それに対する取

組や施策について仲間の研修生と議論・意

見交換できたことは、とても有益だった。全

国の精鋭ぞろいの自治大。仕事で行き詰っ

た時には悩みを相談し、先進的な取組を共

有できる。そのような貴重な人脈が得られ

るのも、この研修に参加したからこそであ

る。 

かけがえのない仲間たち。第２部課程第

１８２期の仲間とは寝食を共にし、講義や

休日の時間を共有することで、お互いを知

り、励まし合ってきた。講義と演習で目まぐ

るしくもあり、一方で一日一日が新鮮でも

あった２か月。提出物や資料作成が重なり

寝不足な日々が続いても無事に研修を終え

られたのは、いつも仲間がそばにいて、語り

合い、頑張る姿を見てきたからである。今は

全国各地で活躍し、早々に会えるものでは

ないが、自治大でできた絆はこれから一層

強くなると思っているし、そのことが楽し

みでもある。 

 

６ 最後に 

職場を離れることの不安、研修を乗り切

れるのかという懸念は誰もが持つもの。自

治大は、そのような心配を上回るほど、個々

に応じた気づきを見つけられ、素晴らしい

仲間と経験が得られる場所である。この自

治大での研修の機会を積極的に掴んでいた

だき、同じ思いを共有できる方が増えるな

らば、大変嬉しく思う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに 
平成３０年９月２１日（金）、第１部・第２

部特別課程第３５期卒業式。自治大学校、校歌

斉唱。「自治大学校での学びに対し、自分の行

動に後悔することはない。精一杯やり遂げた。」

そう思いながら、達成感で満たされていた。 
私は、基本法制研修Ｂ第１期及び第１部・第

２部特別課程第３５期を受講した。それぞれの

研修について、研修受講前の課題や研修内容、

効果測定を含め、振り返ってみたい。 
 

２ 基本法制研修Ｂ第１期 

地方自治に重要な関連を有する基本的な法

制（行政法、民法）や地方自治制度、地方公務

員制度及び地方税財政制度に関する高度な知

識及び広範な見識を修得するもの。 
 

（１）研修受講前の課題 
① 行政法では、過去の行政判例について、事

実の概要、判旨からその事例の争点を見つけ、

論点を整理したものを各グループが発表等

を行う演習が主な内容であった。この演習に

当たり、各自、グループ課題として設定され

た判例について、論点整理し「検討事項ペー

パー」にまとめた。 
 
② 地方税財政制度では、「所属する自治体の

財政状況について」をテーマとしたレポート

作成があった。 
 
 

 
 
 
 
 
（２）研修内容 
行政法以外は、全て講義形式で行われた。地

方自治制度、地方公務員制度、地方税財政制度

は、基礎的事項から始まり、最近の法改正内容

等の説明があった。特に地方税財政制度では、

消費税率を引き上げる必要性について、日本の

社会保障制度の課題等が背景にあることを改

めて学んだ。 
民法は、講師の工夫を凝らした分かりやすい

説明のおかげで講義内容を充分に理解できた。 
 

（３）効果測定 
行政法、地方自治制度及び地方公務員制度は

効果測定があった。 
行政法は演習を中心に講義が進められたの

で、効果測定でどのような問題が出題されるの

か、見当もつかなかった。地方自治制度、地方

公務員制度は、広範囲の講義内容を押さえてお

く必要があったことや、効果測定前日まで講義

があったこともあり、内容的にも時間的にも、

事前勉強に大変苦労した。 
 

３ 第１部・第２部特別課程第３５期 

「地方公共団体女性幹部職員養成支援プロ

グラム」として、将来の地方公共団体を担う女

性幹部候補生において、中枢幹部として必要な

政策形成能力及び行政経営能力を修得するも

の。 
 

（１）研修受講前の課題 
① 所属する自治体の具体的な行政課題等に

ついて、その概要や経過、問題点等をＡ４レ

ポート用紙２枚程度にまとめた。 
 

自治大卒業生の声③ 
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② 事前に郵送で届いた２冊のテキスト「行政

経営の新たな取組」及び「地域課題の解決に

向けた新たな取組」を読み、テキストに記載

された各事例の検討事項について、「検討事

項ペーパー」にまとめた。あわせて、各事例

を元に、久喜市の現状について、各担当者に

問い合わせ、情報収集を行った。 
 
③ 与えられた５つのテーマの中から１つの

テーマを選択し作成する「特定政策課題レポ

ート」があった。レポートの文字数は８，０

００字から１０，０００字程度というもので

あり、研修受講中に仕上げるのは相当難しい

ものと考え、事前に作成した。 
 
（２）研修内容 
講義課目は、政策形成能力を養成するため、

公共政策論を幅広く学び、また、地域政策等

個々の政策分野について必要な知識を修得す

るものであった。様々な分野の講義を受講した

が、私が一番新鮮でかつ衝撃を受けた講義は

「多文化共生と地域社会」であった。少子高齢

化により人口減少が進む日本では、私たちの地

域においても、外国人とその家族が世帯として

暮らすことについて、私たちが理解して受け入

れなければ、地域が崩壊してしまう。「地域の

未来のための多文化共生」実現のために、市職

員として私は何ができるのか、考えさせられた。 
 演習課目では、事例演習及びディベート演習

があった。事例演習における班別討議では、班

で検討・討議を行うに当たり、まず初めに発言

することを心がけ、他の班員が発言しやすい雰

囲気を作った。また、ディベート演習では、「中

心市街地活性化を郊外開発に優先すべきか否

か」が論題として与えられたが、漠然としたテ

ーマであったため、指導教官に地域を限定して

いただくよう依頼したところ、八王子市が論題

の対象地域となった。そこで、現状を把握する

ため、八王子市が中心市街地として設定した区

域を日中と夜間に視察し、それぞれの特徴と思

われる点を資料としてまとめ、主張を支える論

理を構築した。 
 
（３）効果測定 
事例演習及びディベート演習は効果測定が

あり、演習での発言内容、参加状況等を踏まえ

指導教官が評価を行うものであった。 
 

４ おわりに 

卒業式、校長式辞を聞きながら、「私がこの

自治大学校で学べたのも、職場の理解や家族の

協力があってこそ」と思い涙が溢れた。そして、

共に学んだ自治体職員で作り上げた絆とネッ

トワーク。私は、この自治大学校で自身の成長

を感じ、また多くの素晴らしい人財と巡り合う

ことができた。様々な行政課題を抱えた険しい

地方公務員としての道のりに、私の背中を力強

く押してくれた自治大学校。住んでいる場所や

環境が違えども、共に進む仲間たちと、これか

らも真っ直ぐ前を向いて歩んでいきたい。 
 



 
 
 
 
 
 
 

１ はじめに 

 皆さん、こんにちは。総務省自治大学校で

教授をしています山川弘峻と申します。自治

大の魅力をもっと多くの方々に知ってもら

おうということで、情報発信の多様化の観点

から、講義内容や卒業生・職員の声などにつ

いて情報発信をすることとなりました。光栄

なことに、職員第１号の寄稿を依頼されまし

たので、今日は、自治大の研修の基幹である

政策立案演習について私が感じているとこ

ろを簡単にお話したいと思います。 
 「情報通信技術の発達、グローバル化など

かつてないスピードで世の中が変化してい

る」といった声を頻繁に聞くようになりまし

た。皆さんの認識はどうでしょうか。個人的

には、ほんとにそうだろうかと疑念を抱いて

います。別に車も空を飛んでいるわけではあ

りませんし、人間が火星に到達したという話

も聞きません。かつて、例えば１９０３年に

ライト兄弟が飛行機を発明したときは、格段

に移動が便利になり、大きく時代が変わった

と言われたでしょうし、１９６７年にアポロ

１１号が月面着陸に成功したときの世界の

驚きに匹敵するものは、今日でもなかなか見

られないのではないでしょうか。世の中は、

徐々に、しかし確実に便利になっている、と

いうのが私の印象です。とはいうものの、イ

ンターネットの登場により、個人レベルで格

段に利便性が増していることは否定できま

せん。いまや携帯電話さえもっていれば、瞬

時に最新の情報を入手することができ、逆に、

自身の意見を表明することも極めて容易で

す。 
 

 
 
 
 
これは、研修機関にとっても、改革の必要性

をもたらします。すなわち、世界各国に所在

する一流の教授の授業が、YouTube などの動

画配信サービスを媒介として、世界中で視聴

することが可能となってきているので、研修

機関にとっては、著名な講師を招聘し講義を

開催するだけでは、付加価値を付けるのが難

しくなってきているのです。 
 そこで、自治大でも、研修における講義科

目の割合を減らし、演習を増やす方向に舵を

切り始めています。その演習の最も重要なも

のが「政策立案演習」なのです。 
 
２ 政策立案演習とは 

 政策立案演習とは、その名のとおり、行政

課題を発見し、これを解決するために必要な

政策を立案するものです。政策立案演習は、

自治大の研修の中で最も大きなボリューム

を持っており、１時限７０分で約８０時限が

割り当てられています。 
 自治大の政策立案演習の特徴は、第一に一

般論に終始した立案にしないで、具体的事情

に即した具体的な立案を行うことにありま

す。すなわち、行政課題を発見する際には、

具体的な地方公共団体を設定し、その地域の

具体的状況を調べた上で、演習の対象とする

行政課題を洗い出すことから始まります。そ

して、この課題を解決するために、取り得る

手段を数多く検討した上で、費用対効果、実

現可能性等を踏まえ、首長に進言するにふさ

わしいものを選び出すのです。 
 また、政策立案演習では、最後に発表会を

行い、行政経験が豊富な講師陣から評価を受

けることになります。講師陣には、行政学の

大家やかつて地方公共団体において特別職

として勤務されていた方など、実際にその立

案された政策が行政課題の解決策としてふ

自治大職員の声 
自治大学校教授 山川 弘峻 
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さわしいのかを判断するに当たって適切な

方々が揃っています。このような講師陣から

評価を受けることを前提として研修生は政

策を立案することとなるので、いかなる根拠

により講師陣の理解を得て、政策の必要性を

評価してもらうか、さながら自身が当該政策

を立案する部署で勤務し、首長まで決裁を仰

ぐかのごとくリアリティをもって演習に取

り組むこととなります。 
 
３ 政策立案演習の難しさ 

 内部教官として政策立案演習をお手伝い

していて感じるのは、教官として立ち位置が

難しいということです。 
 講義であれば、どの部分に重点をおいて、

どの程度の時間を費やし、また、どのような

話題を提供するか全部自分で決めることが

できます。つまり、講義では、教官側に内容

を決定する主導権があるのです。一方で、政

策立案演習では、その主体は、研修生であり、

主導権を持つのも研修生です。すなわち、ど

のような行政課題を取り上げるかを決める

のは研修生ですし、その解決の方向性を決め

るのも研修生です。 
 論理的に明らかにおかしい場合は、自信を

もって指摘をすることができますが、価値判

断が入ってくる部分は、そう簡単ではありま

せん。あくまでも、こういう見方・考え方も

あるのではないかという示唆をして、研修生

自身の判断で方向性を修正する、あるいは、

しないことを決定するのが重要です。これは、

課題発見、あるいは、課題解決方針の決定の

場面でも同じです。教官が課題を指定し、あ

るいは、解決方針を指定し、それに研修生が

従う形では意味がないのです。あくまでも演

習の主体は研修生であることを基本に、その

自主的な決定を促す要素をどのように提供

できるかが重要だと考えます。私は、着任し

てからまだ日が浅いので、あまり偉そうなこ

とは言えませんが、日々このようなことを考

えながら、政策立案演習に向き合っています。 
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